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１．はじめに  

次世代育成支援対策推進法（以下「次世代法」という。）が平成１５年７月に制定され、

次代の社会を担う子どもたちが健やかに生まれ、育成される環境の整備に、国、地方公共団

体、事業主など、様々な主体が社会を挙げて取り組んでいます。 

 次世代法では、地方公共団体等を「特定事業主」と定め、特定事業主は、自らの職員の子

どもたちの健やかな育成のための計画（特定事業主行動計画）を策定することとしています。   

また、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（以下「女性活躍推進法」）が、

平成２７年９月に施行され、この法律においても、地方公共団体等は「特定事業主」として

特定事業主行動計画を策定することとしています。 

 本町においても、「川島町特定事業主行動計画」を策定し、推進してきたところですが、

令和５年４月より新たに３年間の計画を策定し、さらなる取り組みの充実を図ってまいりま

す。 

 

２．計画期間  

次世代法は令和７年３月３１日まで、女性活躍推進法は令和８年３月３１日までの時限立

法であることから、本計画の期間は、令和５年４月１日から令和８年３月３１日までの３年

間とします。 

ただし、社会情勢の変化や本計画の進捗状況等を踏まえ、必要に応じて計画の見直しを行

います。 

 

３．計画の目標  

 計画を推進するにあたり、次のような目標を設定し、具体的な取組みを進めます。 

 

 【目標①】 

   令和７年度までに、妻の出産に伴う男性職員の出産補助休暇の取得率を引き上げる。

また、育児参加のための休暇の取得率は１００％のため、維持とする。 

 

 現状（令和４年度） 目標（令和７年度） 

出産補助休暇取得率 ７５％ １００％ 

育児参加休暇取得率 １００％ １００％ 

 【出産補助休暇】 

＜内容＞職員が妻の出産に伴い勤務しないことが相当であると認められる場合 

＜期間＞２日の範囲内 
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【育児参加休暇】 

＜内容＞職員の妻が出産する場合であって、当該出産に係る子又は小学校就学の始期に

達するまでの子を養育する男性職員がこれらの子の養育のため勤務しないこ

とが相当と認められる場合 

＜期間＞出産予定日の６週間（多胎妊娠の場合は１４週間）前の日から当該出産の日後

１年を経過する日までの期間において、５日の範囲内 

 

 〔目標の背景〕 

 ○仕事と家庭の両立を実現するため、男性が育児参加しやすい環境づくりを進めていく必

要がある。特に出産前後は、家族にとって非常に重要な時期であり、出産補助休暇だけ

でなく、育児参加休暇を取得することは、男性の育児参加のスタートになる。 

○妻の出産の際に、こうした特別休暇制度があることを知らない職員も少なからずいると

考えられる。 

 

 〔取組内容〕 

 ○制度の活用促進のため周知を図るとともに、妻が出産を控えている男性職員に対して、

個別に休暇の取得を促す。 

 ○総務課は、対象の男性職員の所属長に、休暇を取得できるよう配慮を求める。 

 ○所属長は、父親となる男性職員が休暇を取得できるよう、緊急の際の体制を整えておく

とともに、休暇の取得を働きかける。 

 

 【目標②】 

   令和７年度までに、男性職員の育児休業の取得率を引き上げる。また、女性職員の取

得率は１００％のため、維持とする。 

 

 現状（令和４年度） 目標（令和７年度） 

男性職員育児休業取得率 

（期間：１週間以上） 
０％ ８５％以上 

女性職員育児休業取得率 １００％ １００％ 

 

 〔目標の背景〕 

 ○女性だけではなく、男性が育児のために一定期間、育児休業を取得することは、本人に

とって子育てに能動的に関わる契機として重要であるとともに、組織にとっても、多様

な人材をいかすマネジメント力の向上や子育てに理解ある職場風土の形成等の観点か
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ら重要である。 

○かけがえのないわが子の成長を近くで見守ることは、親として何ものにも代え難い時間

である。安心して育児休業を取得し、また復帰後においても子育ての時間を確保しつつ、

最大限に能力が発揮できるよう支援をしていく。 

 

 〔取組内容〕 

 〇妻が出産を控えている男性職員に対して、休暇制度の周知を行うとともに、育児休業も

取得可能であることを説明し、男性職員の取得促進を図る。 

 ○所属長は、日ごろから育児休業を取得しやすい環境づくりに向けて、職場風土の醸成に

取り組む。 

 

【目標③】 

全職員が年次有給休暇を５日以上取得するとともに、令和７年までに、職員の年次有給

休暇の平均取得日数を引き上げる。 

 

 現状（令和４年） 目標（令和７年） 

年５日以上の年次有給休

暇を取得した職員の割合 
９４．３％ １００％ 

 現状（令和４年） 目標（令和７年） 

年次有給休暇 

平均取得日数 
１０．７日 １２日 

 

［目標の背景〕 

 〇労働基準法改正に伴い、民間企業では１０日以上の年次有給休暇が付与される労働者に

は、年５日以上の有給休暇を取得させることが義務付けられた。地方公務員についても

同様の取組が求められており、最低でも５日取得するという意識が強まっている。 

〇年次有給休暇の取得により、プライベートを充実させ気分をリフレッシュすることで、

仕事に意欲的に取り組むことが期待され、仕事と家庭の調和が図られる。 

 

 〔取組内容〕 

 ○管理職による積極的な年次有給休暇の取得、スケジュール管理の実施等により、年次有

給休暇の計画的取得を促進するよう周知する。 

 〇夏季特別休暇や年末年始休暇に合わせて年次有給休暇を取得し、長期の休暇とし、職員

のワークライフバランスの推進に資するよう周知する。 
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○管理的地位にある職員は、年次有給休暇が年５日に満たない職員がいる場合には、年次

有給休暇を取得するよう勧奨する。 

 

 

 【目標④】 

   令和７年度までに、職員の超過勤務時間を１月につき４５時間以内、１年間につき３

６０時間以内とする。 

 

 現状（令和３年度） 目標（令和７年度） 

１月につき４５時間以上

勤務した職員の人数 
２３人 ０人 

 現状（令和３年度） 目標（令和７年度） 

１年間につき３６０時間

以上勤務した職員の人数 
６人 ０人 

 

 〔目標の背景〕 

 ○長時間にわたる労働は、業務能率の低下を招くだけでなく、労働者の心身の健康に悪影

響を及ぼす。 

 〇令和元年度から、職員の時間外勤務命令の上限を、原則１か月４５時間、１年３６０時

間と定めている。 

 

 〔取組内容〕 

 ○毎週水曜日を「ノー残業デー」とし、職員のパソコンへ、ノー残業デーの告知を行い、

一斉シャットダウンを実施する。 

 ○所属長は、時間外勤務の事前命令を徹底し、必要がある場合のみ、時間外勤務を命令す

る。 

 

 【目標⑤】 

   令和７年度までに、管理的地位（主幹以上）にある職員に占める女性割合を引き上げ

る。 

 

 現状（令和４年度） 目標（令和７年度） 

管理的地位にある職員に 

占める女性割合 
１１．９％（５人） ２０％以上（９人） 
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〔目標の背景〕 

 ○令和４年度の管理的地位にある職員に占める女性の割合は、１１．９％である。前計画

期間中に、目標としていた２０％を達成した時期もあったが、職員の退職により、令和

４年度時点では目標達成には至っていない。 

〇管理職になる前の主査職の女性職員は増えているので、将来、管理職に就くことを想定 

して、管理的地位にある職員に求められるリーダーシップ等の手法を身に付けていくこ

とが必要になる。 

 

 〔取組内容〕 

 ○彩の国さいたま人づくり広域連合が開催する「女性職員のためのキャリアアップ研修」

のように、女性職員を対象とした研修への参加を促す。 

 ○やる気や資質を備えた若い女性職員を早期に登用し、自覚やマネジメント能力の向上を

図る等、計画的な人事管理を実施する。 


